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一般社団法人日本ゴールボール協会

個人情報取扱規程 

制定 令和２年８月２日 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本規程は、協会における個人情報の適法かつ適正な取扱いの確保や秘密情

報の保持に関する基本的事項を定めることにより、個人および関係各社の

権利・利益を保護することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本規程において、各用語の定義は次の通りとする。 

１）個人情報 

生存する「個人に関する情報」であって、特定の個人を識別することがで

きるもの、又は他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の

個人を識別することができるものをいう。 

「個人に関する情報」は、氏名、性別、生年月日等個人を識別する情報に

限られず、個人の身体、財産、職種、肩書き等の属性に関して、事実、判

断、評価を表す全ての情報であり、評価情報、公刊物等によって公にされ

ている情報や、映像、音声も含まれ、暗号化されているかどうかを問わな

い。 

なお、死者に関する情報が、同時に、遺族等の生存する個人に関する情報

である場合には、当該生存する個人に関する情報となる。 

また、「生存する個人」は日本国民に限られず、外国人も含まれるが、

法人その他の団体は「個人」に該当しないため、法人などの団体に関す

る情報は含まれない。 

２) 個人情報データベース 

特定の個人情報をコンピュータを用いて検索することができるように体

系的に構成した、個人情報を含む情報の集合物、又はコンピュータを用

いていない場合であっても、ファイルやカルテ、会員名簿など個人情報

を一定の規則（例えば、五十音順、生年月日順、作成日順等）に従って

整理・分類し、他人によっても容易に検索可能な状態においているもの

をいう。 

３) 個人データ 

協会が管理する「個人情報データベース等」を構成する個人情報をいう 

４) 保有個人データ 

協会が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者

への提供の全てを行うことができる権限を有する「個人データ」をいう。

ただし、以下に該当するものは除く。 

① 当該個人データの存否が明らかになることにより、本人又は第三者の生命、

身体又は財産に危害が及ぶおそれがあるもの。 

② 当該個人データの存否が明らかになることにより、違法又は不法な行為を

助長し、又は誘発するおそれのあるもの。 

③ 当該個人データの存否が明らかになることにより、国の安全が害されるお

それ、他国もしくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国も 
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しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれのあるもの。 

④ 当該個人データの存否が明らかになることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜

査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがあるもの。 

⑤ ６ヶ月以内に消去する（更新することは除く）こととなるもの。 

５) 本人 

個人情報によって識別される特定の個人をいう。 

６）部長 

個人情報を取扱う部門の長をいう。 

 

（適用） 

第３条 本規程は、会員に適用する。 

本規程は、協会が現に保有している個人情報（その取扱いを委託されてい

る個人情報を含む。）、及びその取扱いを委託している個人情報を対象と

する。 

 

（個人情報保護方針） 

第４条 協会における個人情報の適法かつ適正な取扱いを確保するため、次の事項

を含む個人情報保護方針を定める。 

１）個人情報に関する法令を遵守するとともに、当協会の事業内容に照らし適

切に個人情報を取扱う旨の宣言文 

２）「個人情報の保護に関する法律」により「公表」すること、「容易に知り

得る状態」にすること、または「本人の知り得る状態」に置くことを義務

付けられている下記各号に関する事項 

① 第１１条により特定した利用目的 

② 第三者提供に関する次の事項 

・第三者提供を利用目的とすること 

・第三者へ提供される個人データの項目 

・第三者への提供の手段または方法 

・本人の求めに応じて、当該本人が識別される個人データを第三者に提供

することを停止すること 

③ 共同利用に関する次の事項 

・特定の者との間で共同利用する旨 

・共同して利用される個人データの項目 

・共同して利用する者の範囲 

・利用する者の利用目的 

・共同利用される個人データの管理について責任を有する者の氏名または

名称 

④ 問合せ窓口に関する事項 

３）個人情報の安全管理措置及び個人情報管理技術に関する事項 

４）個人情報保護の体制に関する事項 

 

 

第２章 管理体制 

（個人情報保護管理者） 

第５条 協会は、個人情報の取扱いに関して総括的な責任を有する個人情報保護管 
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理者を設置する。 

１）個人情報保護管理者は理事の中より任命されるものとする。 

２）個人情報保護管理者の任期は、理事会決議によりなされるものとする。 

３）個人情報保護管理者は、個人情報管理担当者を指名し、個人情報管理に関

する業務を分担させることができる。 

４）個人情報保護管理者および担当者が任期中において退職や辞退などで、変

更する必要が出た際は、早急に理事会にて協議し運用体制を再構築するも

のとする。 

 

（部長の責任） 

第６条 部長は自らの部門に所属する部員及びそれに関連する会員等の個人情報

の一切の取扱いにつき、責任を有するものとする。 

本規程に基づき個人情報の取扱いを管理する上で必要とされる細則の策定

部長は本規程及び個人情報取扱い細則に従い、自らの部門に存在する個人

情報の所在、内容、利用者、規模等を把握し、個人情報の適正な取扱いを

維持・管理しなければならない。 

部長は、自らの部門において個人情報の漏洩等の事故または違反の発生また

はその疑いが生じた場合は、直ちにその旨個人情報保護管理者に報告し、指

示を求めなければならない。 

 

（個人情報の取扱いの決定） 

第７条 第４章に定める個人情報の基本的取扱いに関しては、各部長がその適否を

判断し、例外的取扱いに関しては、個人情報保護管理者にその適否の判断

を求めるものとする。 

 

 

第３章 運用 

 

第１節 個人情報の取扱いの原則 

 

（管理原則） 

第８条 個人情報は、本規定に従い適切に分類・管理し、その重要度に応じて適切

に取得、移送、利用、保管、廃棄されなければならない。 

 

（利用目的） 

第９条 協会は、個人情報の利用目的をできる限り特定する。 

個人情報は、あらかじめ本人の同意を得ずに、特定された利用目的の達成

に必要な範囲を超えて取扱ってはならない。利用目的の範囲内か否かが不

明な場合は、都度、個人情報保護管理者に判断を求めなければならない。

利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有する

と認められる範囲を超えて行ってはならず、変更された利用目的は遅滞な

く本人に通知または公表しなければならない。 

 

第２節 個人情報の取得 

 

(適正な取得) 

第１０条 個人情報は、偽りその他不正の手段により取得してはならない。 
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（特定の個人情報の取得の禁止） 

第１１条 原則として、下記各号に示す内容を含む個人情報は、これを取得し、また

は第三者に提供してはならない。但し、業務上必要であり、かつ、本人に

対し当該情報の利用目的及びその必要性等について適切な情報を明示した

上で明確に本人の同意を得た場合、または法令に特別の規定がある場合、

あるいは司法手続上必要不可欠な場合はこの限りでない。 

１）思想、信条及び信教に関する事項 

２）人種、民族、家柄、本籍地、身体･精神障害、犯罪歴その他社会的差別の原

因となる事項 

３）保健医療に関する事項 

４）その他個人情報保護管理者の定める事項 

 

 

第３節 個人情報の管理 

 

（個人データの正確性の確保） 

第１２条 個人データは、利用目的の達成に必要な範囲内において、正確かつ最新の

内容に保つよう努めなければならない。 

 

（個人データ取扱台帳） 

第１３条  個人情報保護管理者は、協会の全ての「個人データ」の種類・内容・保管

場所等を記載(データベースへの入力を含む)した台帳を作成しなければな

らない。 

個人情報保護管理者は、前項の台帳を定期に見直し、最新の状態を維持す

るよう努めなければならない。 

部長は、自らの部門における「個人データ」の種類・内容・保管場所等を、個人

情報保護管理者の求めに応じ、定期に報告しなければならない。また、部長

は自らの部門における「保有個人データ」の種類・内容・保管場所等を変

更する場合には、事前に個人情報保護管理者に報告し、承認を得なければ

ならない。 

（安全管理措置） 

第１４条 協会においては、取扱う個人情報の漏洩、滅失または毀損の防止その他の

安全管理のために、人的、物理的、技術的に適切な措置を講じるものとす

る。 

各部門においては、下記各号に従って適切に個人情報を取り扱わなければ

ならない。 

１）各部門において保管する個人情報を含む文書(磁気媒体を含む)は、施錠で

きる場所への保管、パスワード管理等により、散逸、紛失、漏洩の防止に

努めなければならない。 

２）情報機器は適切に管理し、正式な利用権限のない者には使用させてはなら

ない。 

３）個人情報を含む文書であって、保管の必要のないものは、速やかに廃棄し

なければならない。 

４）個人情報を含む文書の廃棄は、シュレッダー裁断、焼却、溶解等により、 



5  

完全に抹消しなければならない。 

５）個人情報を含む文書を他部門に伝達するときは、適切な方法･手順による

こととし、必要な範囲を超えて控えを残さないよう扱うものとする。 

６）個人情報を含む文書は、みだりに複写してはならない。 

７）その他個人情報の取扱いについて必要な事項は細則に定めるものとする。 

 

（従業者および協会関係者への監督） 

第１５条 個人情報保護管理者は、従業者が個人データを取扱うにあたり、必要かつ

適切な監督を行わなければならない。 

部長は、自らの部門に属する従業者に対し、個人データの取扱いに関して

必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

個人情報保護管理者は、従業者および協会関係者に対して個人情報の保護

や秘密情報の保持に関する誓約書の提出を命じることができる。 

なお、誓約書については原則毎年提出を義務付けるものとし、誓約書に同

意しない場合、その該当者の取扱については、『定款』および『役員及び

会員懲戒等に関する規程』などその他協会規則類に照らし合わせつつ、理

事会にて検討・決議により決定されるもののとする。 

 

（第三者提供の制限） 

第１６条 あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはなら

ない。但し、下記各号に該当する場合、本人の同意なく第三者提供ができ

る。 

１）個人情報保護方針に定めた範囲内で第三者提供、共同利用するとき 

２）人の生命、身体または財産の保護のために必要があり、かつ、本人の同意

を得ることが困難であるとき 

３）その他法令に基づく場合 

第三者提供もしくは共同利用する場合、個人情報保護管理者の承認を得る

こと。 

 

（アクセス制限） 

第１７条 個人情報保護管理者及び個人情報保有・閲覧者は、保有個人情報の秘匿性

等その内容に応じて、当該保有個人情報にアクセスする権限を有する者

をその利用目的を達成するために必要最小限の人員に限る。具体的には

以下のような方法でアクセス制限を図る。なお個人情報だけではなく、

スポンサー含む各種関連企業情報についても同様にアクセス制限を図る。 

・識別に基づいたアクセス制御の実施 

・アクセス権限を有する者に付与する権限の最小化 

・個人データを取り扱う情報システムへのアクセスが必要最小限となる

ような措置 （当該情報システムの同時利用者数の制限、当該情報システ

ムの利用時間の制限など） 

・個人データを格納した情報システム・情報源への無権限アクセスから

の保護 

・個人データにアクセス可能なアプリケーションの無権限利用の防止 

・個人データを取り扱う情報システムに導入したアクセス制御機能の有

効性の検証 

・個人データにアクセスできる者を許可する権限管理の適切かつ定期的

な実施 
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（罰則） 

第１８条 協会は、本規定に違反した役員・従業員に対して懲罰規則に基づき処分を

行い、その他の従業者に対しては、契約または法令に照らして決定する。 

 

（改廃） 

第１９条 本規程の改廃は、理事会において行うものとする。 

 

 

附則 

 

本規程は、令和２年８月２日より実施する。 

２．令和６年７月１９日 改訂 

 

以上 


